
高効率給湯器の更新に係る CO2 削減効果計算書について 

 

高効率給湯器の更新に係る CO2 削減効果の算定については、原則として環境省が公開して

いる算定ツールを使用し、作成した計算書を提出してください。 

 

１．使用する算定ツール 

算定にあたっては、原則として以下のツールを使用してください。 

 

（１）地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック掲載ツール 

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local/gbhojo.html 

 

・計算ファイル（F．省エネ設備用） 

※算定にあたっては、同ページに掲載されているガイドブック（F．省エネ設備用）

を参照してください。 

 

（２）その他のツール（該当する場合のみ） 

以下の設備に該当する場合は、適切なツールを使用してください。 

 

■コジェネレーション 

地球温暖化対策事業効果算定ガイドブック掲載ツール 

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/biz_local/gbhojo.html 

 

・計算ファイル（A．コジェネレーション／燃料電池用） 

※算定にあたっては、同ページに掲載されているガイドブック（A．コジェネレーシ

ョン／燃料電池用）を参照してください。 

 

■ボイラー更新・電化等 

https://www.env.go.jp/earth/ondanka/kojojigyojo.html 

 

・ボイラーの燃料転換・高効率化 効果算定ツール 

・ボイラーの電化（ヒートポンプ給湯） 効果算定ツール 

※算定にあたっては、各ツールに付属する解説資料を参照してください。 

 

２．例外的な取扱い（メーカー等による計算書） 

環境省ツールによる算定が困難な場合に限り、メーカー又は施工業者が作成した計算

書による提出も認めます。 

ただし、この場合は以下の要件をすべて満たす必要があります。 
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（提出要件） 

・算定に使用した条件（使用量、設備能力、効率、排出係数等）が明確に記載されてい

ること 

・算定方法が客観的に確認できる資料が添付されていること 

・算定の前提条件（稼働時間、使用状況等）が合理的であること 

 

３．算定結果の転記について 

環境省の算定ツール又はメーカー等による計算書により算出された「年間 CO2 削減量

（t-CO2/年）」については、以下の書類に同一の値を転記してください。 

 

・交付申請時：「事業計画書」ファイル内 

（２）省エネルギー設備の設備導入効果 

①CO2 削減量（t-CO2/年） 

・実績報告時：「事業実施報告書」ファイル内 

 （２）省エネルギー設備の設備導入効果 

①CO2 削減量（t-CO2/年） 

 

※単位は必ず「t-CO2/年」で統一してください。 

 

４．提出時の注意事項 

・算定に使用した数値の根拠資料（カタログ、仕様書、過去の使用量データ等）を必ず添

付してください。 

・算定結果のみの提出は認められません。 

・提出された内容に不備や不明点がある場合は、再提出を求めることがあります。 

 


